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品確法の改正を踏まえた
公共工事の発注関係事務に関する
「新・全国統一指標」の決定
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全国統一指標の新たな設定方針
○令和元年品確法の改正に伴い、工事だけでなく測量、調査及び設計を含めた「新たな全国統一指標」を

設定し、取組を強化していく。

○これまでの取組状況等も踏まえ、地域ブロック毎に「地域独自指標」を設定し、取組を推進する。

工事 測量、調査及び設計【新】

「新・全国統一指標」 ＋「地域独自指標」の設定
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①予定価格の適正な設定 【既存指標】
②歩切りの根絶 【達成】
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
④施工時期の平準化【新】 【既存指標】
⑤適正な工期設定【新】
⑥適切な設計変更 【既存指標】
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
③履行期間の平準化
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害

対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用
②現地の状況等を踏まえた積算の導入
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携



①地域平準化率（施工時期の平準化）
国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した平準化率（地域ブロック単位・県域単位で公表）
※地域平準化率の内訳となる各発注機関別の平準化率（H30実績、参考値）を併せて公表

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
国等・都道府県・政令市の発注工事に対する週休２日対象工事の設定割合
（地域ブロック単位・県域単位で公表）
※週休２日対象工事：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、

現場閉所・交代制を問わずに４週８休以上の確保を促進するための工事

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）

新・全国統一指標

工事

測量、調査及び設計（業務）

①地域平準化率（履行期限の分散）
国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合（地域ブロック単位・県域単位で公表）

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・市区町村の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）



今後のスケジュール

５月以降 発注者協議会において以下を検討
○新・全国統一指標：基準値（R1実績値）、目標値等
○地域独自指標：項目、基準値（R1実績値）、目標値等

５月中旬 新・全国統一指標の決定（本省発表）

※公表イメージとして、H30実績の地域平準化率（工事）を添付

Ｒ２．秋以降 発注者協議会において上記について決定し、公表
（予定）

※指標の実績値について、毎年度公表予定



[公表イメージ]地域平準化率（工事、地域ブロック単位）

※平準化率のデータ抽出時点：令和元年5月18日

地域

ブロック

地域

平準化率
対象範囲

北海道 0.71 北海道

東北 0.72 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、山形県、
福島県

関東 0.65 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県

北陸 0.76 新潟県、富山県、石川県

中部 0.61 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿 0.68 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県

中国 0.67 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国 0.69 徳島県、香川県、愛知県、高知県

九州 0.67 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

沖縄 0.72 沖縄県

東北ブロック

関東ブロック

※地域ブロック単位：地域ブロック管内の国（国土交通省以外含む）、都道府県、
市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出

北海道ブロック

北陸ブロック

中部ブロック

近畿ブロック

中国ブロック

四国ブロック

九州ブロック

沖縄ブロック

※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済
産業省、財務省、 独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ
・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率（件数）＝
（4～6月期の工事平均稼働件数）

（年度の工事平均稼働件数）

全国平均（地域ブロック）：0.67

凡例
平準化率0.6未満
平準化率0.6～0.7
平準化率0.7～0.8
平準化率0.8以上



地域
地域

平準化率
地域

地域
平準化率

地域
地域

平準化率

北海道 0.67 石川県 0.66 岡山県 0.58 

青森県 0.64 福井県 0.79 広島県 0.62 

岩手県 0.76 山梨県 0.65 山口県 0.72 

宮城県 0.79 長野県 0.71 徳島県 0.63 

秋田県 0.75 岐阜県 0.61 香川県 0.74 

山形県 0.62 静岡県 0.55 愛媛県 0.69 

福島県 0.63 愛知県 0.57 高知県 0.60 

茨城県 0.57 三重県 0.64 福岡県 0.59 

栃木県 0.57 滋賀県 0.63 佐賀県 0.68 

群馬県 0.64 京都府 0.68 長崎県 0.56 

埼玉県 0.57 大阪府 0.62 熊本県 0.79 

千葉県 0.55 兵庫県 0.66 大分県 0.78 

東京都 0.68 奈良県 0.68 宮崎県 0.62 

神奈川県 0.62 和歌山県 0.65 鹿児島県 0.56 

新潟県 0.79 鳥取県 0.74 沖縄県 0.68 

富山県 0.71 島根県 0.70 

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、市区町村発注の
全ての工事を足し合わせて算出

※平準化率のデータ抽出時点：令和元年5月18日

全国平均（県域）：0.65

[公表イメージ]地域平準化率（工事、県域単位）

「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ
・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率（件数）＝
（4～6月期の工事平均稼働件数）

（年度の工事平均稼働件数）

凡例
平準化率0.6未満
平準化率0.6～0.7
平準化率0.7～0.8
平準化率0.8以上


